
整備事業評価書（強い農業づくり交付金）

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

産地競争力の強化 2 0 2 44.1 1 有

　大型農産物直売施設においては、成果目標を達成してい
る。
　鶏卵処理施設においては、処理コスト及び鶏卵販売量と
もに目標値を下回っている。しかし、高付加価製品の販売
増を実現したことは評価できるものであり、今後も人件費の
削減を進め、平成28年度には処理コストはおおむね達成で
きる見込みがある。また、廃業した姉妹養鶏場に代わる外
部養鶏場を確保したほか、平成25年度末に鶏舎修繕が完
了するため、平成26年度以降は販売量目標も達成できる見
込みがある。
　県として、今後も目標達成に向けて、鶏卵の取扱量の増
加等について適切な指導を行っていく。

　未達成となった鶏卵処理施設に関して、鶏卵販売量につ
いては飼養羽数や処理請負数量の増加に取り組むことで、
販売量の増加を進める必要がある。
　また、処理コストの削減については、事業開始時点よりも
コストが増大しているため、コスト増大の主要因である資材
費の増加を抑えつつ、低減が進んでいる人件費について、
さらなる低減を行う必要がある。
　県に対しては目標達成のための改善措置の内容と成果
の報告を求める。

食品流通の合理化

（注）１．「成果目標の平均達成率」欄は、別紙様式２に記載された率について確認の上、転記する

　　　２．「都道府県による総合所見」欄は別紙様式２に記載された内容を確認の上、転記する
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生産者は有利販売・販路拡大が
でき、小規模農家、女性、老年
者のやりがいができた。また、
地域住民および遠方からの来店
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た。
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 206,907   45,964 0 0 160,943 平成23年3月8日

　当初計画で処理請負予定だっ
た姉妹養鶏場が廃業したことに
より生産卵処理量が減少した。
また、H24に老朽化した自己鶏
舎を修繕し空舎としたため併せ
て生産卵処理量が減少し、鶏卵
販売量は目標に対し低くなって
いる。
　これを改善するためH24に新
規に外部養鶏場と契約し鶏卵販
売量を一部確保した他、H25年
度末に鶏舎修繕が完了次第、飼
養羽数が回復予定のため目標鶏
卵販売量は達成見込みであり、
併せて最近の鶏卵価格の高値に
より収益の改善も見込まれる。
　また、従事人数は53名から34
名に減員し、その分のコスト低
減は出来たが、東電の値上げに
よる光熱費の増、及び大手百貨
店等の高級嗜好品への需要増加
に対応し従来のプラスチック
パックからモールドパック（紙
製）の割合を増やした結果資材
費が増え、総合的なコストが増
加している。しかし、高付加価
製品の販売増につながり、経営
全体としては事業の導入効果、
評価は高い。
　今後も、新たな製品開発を行
い高付加価値化を図ることや、
鶏卵品質の標準化でクレームゼ
ロを目指すことで売上高の増加
を目指す。また、業務の効率
化・人件費の削減を進め、平成
28年度には生産コストの目標も
おおむね達成する見込みであ
る。

　本事業を実施したこと
により、大規模な人員削
減（53名→34名）による
コスト削減がされたもの
の、光熱費・資材費の増
がこれを上回り最終的な
コスト削減につながらな
かった事は課題である
が、一方で鶏卵の高付加
価値化による大手百貨
店・スーパー等（４系
統）への販路拡大、高付
加価製品の販売増（モー
ルドパック率25%→40%）
を実現したことは経営努
力の面でも評価出来るも
のである。なお、引き続
き人員削減を進める計画
があり、平成28年度には
処理コスト目標はおおむ
ね達成できる見込みがあ
る。
　また、処理請負予定
だった姉妹養鶏場の廃業
や鶏舎修繕による鶏卵取
扱量の減少も大きな課題
であるが、経営努力によ
り姉妹養鶏場に代わる外
部養鶏場が確保され、平
成25年度末には鶏舎修繕
を終えて生産量も回復す
る予定であるため、次年
度以降は販売数量目標も
達成できる見込みがあ
る。
　併せて県としても、目
標達成に向けて、鶏卵の
取扱量の増加・高品質化
及び高付加価値化、更な
る人件費の削減について
指導を継続していく。

44.1%
総合
所見

都道府県平
均達成率

・大型農産物直売施設においては、成果目標を達成している。
・鶏卵処理施設においては、処理コスト及び鶏卵販売量ともに目標値を下回っている。しかし、高付加価製品の販売増を実現したことは評価できるものであり、今後も人件費の削減を進
め、平成28年度には処理コストはおおむね達成できる見込みがある。また、廃業した姉妹養鶏場に代わる外部養鶏場を確保したほか、平成25年度末に鶏舎修繕が完了するため、平成26年度
以降は販売量目標も達成できる見込みがある。
 県として、今後も目標達成に向けて、鶏卵の取扱量の増加等について適切な指導を行っていく。


